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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第198期

第２四半期
連結累計期間

第199期
第２四半期
連結累計期間

第198期

会計期間
自 2022年１月１日
至 2022年６月30日

自 2023年１月１日
至 2023年６月30日

自 2022年１月１日
至 2022年12月31日

売上高 (千円) 5,919,425 6,098,421 13,929,966

経常利益又は経常損失(△) (千円) △736,603 △734,535 299,442

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △404,451 △629,616 180,753

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △520,805 △633,863 222,163

純資産額 (千円) 5,595,592 5,704,698 6,338,562

総資産額 (千円) 23,890,099 23,032,959 23,705,872

１株当たり当期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) △184.28 △286.88 82.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 18.0 18.6 20.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,288,498 710,513 2,135,295

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △121,993 △103,005 △455,940

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △236,898 △768,479 △692,960

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,466,705 4,362,521 4,523,493
 

 

回次
第198期

第２四半期
連結会計期間

第199期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △119.40 △207.31
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　第198期第２四半期連結累計期間及び第199期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載をしておりま

せん。

３　第198期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　なお、2023年４月１日付けで当社を吸収合併存続会社とし、当社の連結子会社であった東汽商事株式会社を吸収合

併消滅会社とする吸収合併を行っております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

(a)経営成績

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和され、企業収益は総

じて改善しているほか、個人消費が持ち直す等、景気は緩やかに回復しています。先行きについては、新型コロナウ

イルス感染症の５類移行により、社会経済活動の正常化が進展し、景気が回復していくことが期待されます。ただ

し、ウクライナ情勢等による不透明感が見られる中で、原油価格の高止まり、物価上昇、供給面での制約等による影

響に十分注意する必要があります。

 当社グループを取り巻く環境は引き続き厳しく、当第２四半期連結累計期間は、前年同期比較で、乗船客数及び関

連する大島島内でのホテルやバスなどの利用は回復傾向となりましたが、コロナ禍以前との比較では、新型コロナウ

イルス感染症の影響からの回復が遅れ、乗船客数は約８割の水準に留まっています。一方で貨物輸送量は、生活関連

品目が堅調に推移しましたが全体としては微減となりました。

 このような状況の下、当社グループでは、コスト削減に加えて各種補助制度の利用に努め、また感染防止に取り組

みながら安全運航に努めました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、乗船客数の増加等により、売上高は６０億９千８百万円（前年同

期５９億１千９百万円）と増加しました。一方、費用面で船舶燃料費、船舶修繕費等の増加があり、営業損失は８億

２千３百万円（前年同期営業損失７億８百万円）、営業外収益に宿泊施設バリアフリー化支援の補助金収入を計上し

たことなどにより、経常損失は７億３千４百万円（前年同期経常損失７億３千６百万円）、親会社株主に帰属する四

半期純損失は６億２千９百万円（前年同期純損失４億４百万円）となりました。

 なお、当社グループは、２０２３年の事業の活性化策として、「変化への挑戦　東海汽船　２０２３」を掲げ、こ

の先１５０年、２００年とバトンを繋いでいくためには、日々変化していくことが継続への力になると信じ、全社一

丸となって、業績向上に努めます。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

 
《海運関連事業》 

主力の海運関連事業の旅客部門は、大島の最大イベント「椿まつり」が昨年に続き本年も通常開催となったことか

ら、個人向け商品の営業を強化したほか、高速ジェット船では東京湾周遊クルーズや臨時運航（江の島、千葉、木更

津、御前崎）、客船による横浜～東京夜景クルーズ、全国旅行支援「ただいま東京プラス」や都内観光促進事業

（もっとＴokyo）等を活用した企画商品販売等により集客に努めました。また、ジオパーク教育ツアーなど自然環境

観光型をテーマとした新たなツアーを実施しました。この結果、乗船客数は２９万１千人（前年同期２３万１千人）

と増加しました。一方、貨物部門は、引き続きお客様の利便性と集荷効率の引き上げを図り、集荷に遺漏がないよう

に取り組んだ結果、生活関連品目が堅調に推移しましたが、工事関連品目がやや減少し、貨物取扱量は全島で１５万

１千トン（前年同期１５万７千トン）となりました。

　この結果、当事業の売上高は、５２億９千７百万円（前年同期５１億５千７百万円）と増収となりましたが、一

方、費用面で船舶燃料費、船舶修繕費等の大幅な増加があり、営業損失は６億２千９百万円（前年同期営業損失５億

２千７百万円）となりました。
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《商事料飲事業》

商事部門は、関係先と連携を密にし工事情報を積極的に収集するなど販売強化に取り組みましたが、公共工事等の

遅れから島しょ向けセメントや燃料販売等が減少しました。一方で、料飲部門は、旅客の回復により売上が増加した

ほか、自販機ビジネスの委託化、船舶レストランのメニュー見直し等を行いました。なお、商事部門においては、島

しょ向け生活通販「ショップ東海」と島産品の全国向け販売「島ぽち」のＥＣサイトを積極的にＰＲし、島民の皆さ

まの利便性向上と物流の活性化に取り組んでおります。

 この結果、当事業の売上高は６億１千５百万円（前年同期６億１千４百万円）、営業利益は３千８百万円（前年同

期３千４百万円）となりました。

 なお、東汽商事株式会社については、４月１日付けで東海汽船株式会社が吸収合併し、より一層の業務効率化を

図ってまいります。

 
《ホテル事業》

大島温泉ホテル事業は、大島の豊富な海の幸の料理・高品質の源泉掛け流し温泉・露天風呂からの三原山の眺望な

ど、「島の魅力」を前面に押し出した営業活動を行いました。また、大島の最大イベント「椿まつり」が昨年に続き

通常開催され、全国旅行支援「ただいま東京プラス」や都内観光促進事業（もっとＴokyo）等を活用した個人向け宿

泊プランを中心に造成し集客に努め、宿泊客は増加しました。また、客室の一部を当館初のバリアフリー対応の洋室

にリニューアルし、新たなニーズへの対応を進めました。

 この結果、当事業の売上高は１億４千７百万円（前年同期１億２千１百万円）と増収となりましたが、費用面で人

件費などが増加したため、営業損失は１千３百万円（前年同期営業損失１千１百万円）となりました。

 

《旅客自動車運送事業》

当事業の中心となる大島島内におけるバス部門は、お客様に安心してご乗車いただくため、「安全運行」と「良質

のサービスの提供」を基本理念とした安全方針に基づき、全社一丸となって安全運行に取り組んでおり、貸切バスに

おいては、日本バス協会の安全性評価制度における最高評価となる三ッ星を更新するなど長期優良事業者として認定

を受けております。大島の最大イベント「椿まつり」が昨年に続き通常開催される等、貸切バスの団体需要もあり、

乗客数は増加しました。

 この結果、当事業の売上高は１億４千万円（前年同期１億２千５百万円）、営業利益は７百万円（前年同期営業損

失０百万円）となりました。なお、定期路線バスにおいては大島町から継続的な支援を受けております。

 
(b)財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は２３０億３千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億７千２百万円

減少しました。その主な要因は、現金及び預金が１億６千万円、営業未収金が４億１百万円、船舶の減価償却などに

より有形固定資産が２億９千１百万円減少した一方で、繰延税金資産が９千３百万円増加したことによるものです。

 負債は１７３億２千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ３千９百万円減少しました。その主な要因は、借入

金が７億６千７百万円減少した一方で、船舶検査費用などの営業未払金が４億７千２百万円、前受金などのその他流

動負債が１億４千５百万円、固定資産圧縮未決算勘定が１億５百万円増加したことによるものです。

 純資産は５７億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億３千３百万円減少しました。その主な要因は、利益

剰余金が６億２千９百万円減少したことによるものです。
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(c)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

 
 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、７億１千万円のキャッシュ・イン（前年同期１２億８千８百万円の

キャッシュ・イン）となりました。その主な要因は、資金増加項目である減価償却費６億５千１百万円、仕入債務

の増加額４億７千２百万円、売上債権の減少額４億１百万円が、資金減少項目である税金等調整前四半期純損失７

億３千４百万円を上回ったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、１億３百万円のキャッシュ・アウト（前年同期１億２千１百万円の

キャッシュ・アウト）となりました。その主な要因は、有形固定資産の取得による支出３億２千８百万円が、補助

金の受入による収入２億２千４百万円を上回ったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、７億６千８百万円のキャッシュ・アウト（前年同期２億３千６百万円の

キャッシュ・アウト）となりました。その主な要因は、借入金の純減少額７億６千７百万円によるものです。

　

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ１億６

千万円減少し、４３億６千２百万円となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はあり

ません。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

前連結会計年度末における新設、除却等の計画について、著しい変動はありません。また、当第２四半期連結累

計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,800,000

計 8,800,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,200,000 2,200,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 2,200,000 2,200,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年６月30日 ― 2,200,000 ― 1,100,000 ― 89,300
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(5) 【大株主の状況】

2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

藤田観光株式会社 東京都文京区関口２丁目10番８号 396 18.04

ＤＯＷＡホールディングス株式会社 東京都千代田区外神田４丁目14番１号 150 6.83

東京汽船株式会社 神奈川県横浜市中区山下町２番地 75 3.45

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 52 2.39

株式会社日本カストディ銀行(三井住友
信託銀行再信託分・京浜急行電鉄株式会
社退職給付信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番12号 51 2.32

ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 50 2.27

東海汽船従業員持株会 東京都港区海岸１丁目16番１号 40 1.85

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 35 1.59

内海造船株式会社 広島県尾道市瀬戸田町沢226番地６ 33 1.50

株式会社恵興 東京都港区芝公園２丁目12番17号 23 1.04

計 － 907 41.33
 

(注)　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次のとおりであります。

株式会社日本カストディ銀行51千株

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 5,200
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,855 ―
2,185,500

単元未満株式
普通株式

― ―
9,300

発行済株式総数 2,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 21,855 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東海汽船株式会社

東京都港区海岸一丁目16番１号 5,200 ― 5,200 0.23

計 ― 5,200 ― 5,200 0.23
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

四半期報告書

 9/22



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)及び「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年

６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年１月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

売上高   

 海運業収益 5,117,444 5,257,155

 その他事業収益 801,981 841,266

 売上高合計 5,919,425 6,098,421

売上原価   

 海運業費用 5,181,532 5,399,342

 その他事業費用 784,425 816,706

 売上原価合計 5,965,958 6,216,049

売上総損失（△） △46,532 △117,627

販売費及び一般管理費 ※1  662,404 ※1  705,895

営業損失（△） △708,936 △823,523

営業外収益   

 受取利息 64 67

 受取配当金 4,578 8,357

 貸倒引当金戻入額 5,000 5,000

 賃貸料 7,509 7,279

 補助金収入 － 122,040

 その他 25,544 11,799

 営業外収益合計 42,697 154,544

営業外費用   

 支払利息 65,331 61,158

 その他 5,032 4,399

 営業外費用合計 70,364 65,557

経常損失（△） △736,603 △734,535

特別利益   

 固定資産売却益 402 －

 特別利益合計 402 －

税金等調整前四半期純損失（△） △736,200 △734,535

法人税、住民税及び事業税 1,827 49,430

法人税等調整額 △227,416 △110,165

法人税等合計 △225,589 △60,735

四半期純損失（△） △510,611 △673,800

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △106,159 △44,184

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △404,451 △629,616
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純損失（△） △510,611 △673,800

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △10,194 39,937

 その他の包括利益合計 △10,194 39,937

四半期包括利益 △520,805 △633,863

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △414,768 △589,569

 非支配株主に係る四半期包括利益 △106,037 △44,294
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(2) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,859,096 4,698,124

  受取手形、営業未収金及び契約資産 ※1  1,766,144 1,364,898

  商品及び製品 66,871 76,509

  原材料及び貯蔵品 700,416 712,303

  その他 169,220 188,629

  流動資産合計 7,561,749 7,040,464

 固定資産   

  有形固定資産   

   船舶 ※2  21,236,811 ※2  21,236,811

    減価償却累計額 △7,909,947 △8,485,083

    船舶（純額） 13,326,863 12,751,727

   建物及び構築物 ※2  2,260,913 ※2  2,262,493

    減価償却累計額 △1,270,566 △1,292,169

    建物及び構築物（純額） 990,347 970,323

   土地 296,272 296,272

   建設仮勘定 190,486 483,360

   その他 ※2  2,048,712 ※2  2,060,065

    減価償却累計額 △1,833,733 △1,834,418

    その他（純額） 214,979 225,647

   有形固定資産合計 15,018,948 14,727,330

  無形固定資産 ※2  81,322 ※2  74,937

  投資その他の資産   

   投資有価証券 307,569 361,229

   繰延税金資産 605,475 699,001

   その他 139,807 133,995

   貸倒引当金 △9,000 △4,000

   投資その他の資産合計 1,043,851 1,190,226

  固定資産合計 16,144,122 15,992,494

 資産合計 23,705,872 23,032,959
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 934,454 1,406,931

  短期借入金 3,549,131 3,374,540

  未払法人税等 90,608 14,339

  賞与引当金 39,514 41,405

  その他 746,640 892,563

  流動負債合計 5,360,349 5,729,779

 固定負債   

  長期借入金 10,000,911 9,408,487

  退職給付に係る負債 1,502,587 1,520,955

  特別修繕引当金 440,040 502,800

  固定資産圧縮未決算勘定 － 105,000

  その他 63,421 61,238

  固定負債合計 12,006,960 11,598,480

 負債合計 17,367,310 17,328,260

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,100,000 1,100,000

  資本剰余金 693,565 693,565

  利益剰余金 3,033,358 2,403,741

  自己株式 △10,424 △10,424

  株主資本合計 4,816,499 4,186,882

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 62,158 102,205

  その他の包括利益累計額合計 62,158 102,205

 非支配株主持分 1,459,904 1,415,610

 純資産合計 6,338,562 5,704,698

負債純資産合計 23,705,872 23,032,959
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △736,200 △734,535

 減価償却費 657,367 651,174

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,000 △5,000

 賞与引当金の増減額（△は減少） △662 1,891

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △37,631 18,367

 特別修繕引当金の増減額（△は減少） 87,510 62,760

 有形固定資産除却損 136 10

 有形固定資産売却損益（△は益） △2,019 △163

 投資有価証券売却損益（△は益） － △542

 受取利息及び受取配当金 △4,643 △8,424

 支払利息 65,331 61,158

 補助金収入 － △119,637

 売上債権の増減額（△は増加） 587,044 401,246

 棚卸資産の増減額（△は増加） △59,011 △21,524

 仕入債務の増減額（△は減少） 607,627 472,477

 未払又は未収消費税等の増減額 3,380 △175,503

 その他 224,918 277,458

 小計 1,388,147 881,213

 利息及び配当金の受取額 4,436 8,590

 利息の支払額 △67,765 △62,994

 法人税等の支払額 △36,320 △116,296

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,288,498 710,513

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △214,935 △328,679

 有形固定資産の売却による収入 4,214 163

 無形固定資産の取得による支出 － △3,380

 投資有価証券の売却による収入 － 3,458

 貸付けによる支出 △1,000 △1,000

 貸付金の回収による収入 1,240 1,795

 補助金の受入による収入 66,000 224,637

 有形固定資産の除却による支出 △13 －

 ゴルフ会員権の償還による収入 22,500 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △121,993 △103,005

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △15,153 △127,011

 長期借入れによる収入 347,000 －

 長期借入金の返済による支出 △568,169 △640,004

 リース債務の返済による支出 △281 △1,405

 自己株式の取得による支出 △206 －

 配当金の支払額 △87 △58

 財務活動によるキャッシュ・フロー △236,898 △768,479

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 929,606 △160,971

現金及び現金同等物の期首残高 3,537,098 4,523,493

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,466,705 ※1  4,362,521
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の変更）

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった東汽商事株式会社は、当社を存続会社とする吸収合併に

より消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 
(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

といたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見

積り）の仮定について重要な変更はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

役員報酬及び従業員給与 340,290 千円 366,612 千円

賞与引当金繰入額 8,891 千円 9,304 千円

退職給付費用 12,758 千円 14,236 千円
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 ※１　期末日満期手形の会計処理

前連結会計年度末日は銀行休業日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

受取手形 1,904 千円 － 千円
 

 

 ※２　国庫補助金の受領により、固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

船舶 4,064,933 千円 4,064,933 千円

建物及び構築物 1,995 千円 1,995 千円

その他(器具及び備品) 70,331 千円 70,331 千円

無形固定資産（ソフトウエア） 75,500 千円 75,500 千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

現金及び預金四半期末残高 4,802,308 千円 4,698,124 千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △335,602 千円 △335,602 千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,466,705 千円 4,362,521 千円
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(企業結合等関係)

(共通支配下の取引等)

(連結子会社の吸収合併)

当社は、2023年２月14日開催の取締役会において、2023年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続

会社、当社の連結子会社である東汽商事株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、同日

付けで合併契約を締結いたしました。当該契約に基づき、当社は2023年４月１日付けで東汽商事株式会社を吸収

合併いたしました。

 
１．取引の概要

(1) 被結合企業の名称及びその事業の内容

被結合企業の名称：東汽商事株式会社

事業の内容：商事料飲事業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社および東汽商事株式会社が営む商事料飲事業は、船内および船客待合所内での料飲販売、東京諸島

での生活必需品の供給において連携して経営強化を図ってまいりましたが、ＥＣサイトを初めとする新た

な事業展開と既存事業の強化を一層推し進めるため、東汽商事株式会社を当社に吸収し、組織強化ならび

に事業・事務管理の更なる効率化と、経営資源を集約することとしました。

(3) 企業結合日

2023年４月１日

(4) 企業結合の法的形式

当社を存続会社、東汽商事株式会社を消滅会社とする吸収合併

(5) 結合後企業の名称

東海汽船株式会社

 
２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）2

海運
関連事業

商事
料飲事業

ホテル
事業

旅客自動車
運送事業

合計

売上高        

　顧客との契約から生じる収益 4,267,365 558,167 121,617 88,311 5,035,460 － 5,035,460

　その他の収益（注）3 850,079 － － 33,886 883,965 － 883,965

　外部顧客への売上高 5,117,444 558,167 121,617 122,197 5,919,425 － 5,919,425

セグメント間の
内部売上高又は振替高

40,339 56,176 342 2,937 99,796 △99,796 －

計 5,157,783 614,344 121,960 125,134 6,019,222 △99,796 5,919,425

セグメント利益又は損失(△) △527,523 34,133 △11,444 △527 △505,362 △203,573 △708,936
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△203,573千円には、セグメント間取引消去955千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△204,529千円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３　「その他の収益」は、事業活動の維持に必要な補助金収入等であり、「収益認識会計基準」で定め

る顧客との契約から生じる収益の額に含まれない収益であります。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）2

海運
関連事業

商事
料飲事業

ホテル
事業

旅客自動車
運送事業

合計

売上高        

　顧客との契約から生じる収益 4,741,131 558,487 146,889 103,182 5,549,691 － 5,549,691

　その他の収益（注）3 516,024 － － 32,706 548,730 － 548,730

　外部顧客への売上高 5,257,155 558,487 146,889 135,888 6,098,421 － 6,098,421

セグメント間の
内部売上高又は振替高

40,074 56,839 187 5,031 102,132 △102,132 －

計 5,297,229 615,326 147,077 140,920 6,200,554 △102,132 6,098,421

セグメント利益又は損失(△) △629,050 38,028 △13,682 7,114 △597,589 △225,933 △823,523
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△225,933千円には、セグメント間取引消去△2,448千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用△223,485千円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３　「その他の収益」は、事業活動の維持に必要な補助金収入等であり、「収益認識会計基準」で定め

る顧客との契約から生じる収益の額に含まれない収益であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記

載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

　１株当たり四半期純損失金額（△） △184円28銭 △286円88銭

　(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円) △404,451 △629,616

　普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません 該当事項はありません 

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純損失金額(△)(千円)

△404,451 △629,616

　普通株式の期中平均株式数(株) 2,194,722 2,194,709
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載をしておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年８月９日

 

東 海 汽 船 株 式 会 社

取 締 役 会　御中

 

 

東 陽 監 査 法 人

　 東 京 事 務 所
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　 島　 充　 史  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 立　 澤　 隆　 尚  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海汽船株

式会社の2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海汽船株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 
以　 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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